
地域建設業経営強化融資制度について 

国は，地域の経済・雇用を支える中小・中堅建設業者の資金調達の円滑化を図るため，従来の

下請セーフティネット債務保証に加え，「地域建設業経営強化融資制度」を創設し，平成２０ 年１１

月４日から施行しています。 

本市においても当該融資制度を導入し，平成３０年１２月から実施しておりますが、国の制度延

長に伴い、延長することとしましたのでお知らせいたします。 

制度の概要は，下記のとおりです。 

 

１ 制度の目的 

中小・中堅建設業者（以下「建設業者」という。）が公共工事発注者に対して有する工事請負

代金債権について，未完成部分を含めて流動化を促進することにより，建設業者の金融の円

滑化を推進することを目的とする。 

 

２ 対象となる建設業者 

本市の公共工事を受注・施工している建設業者（原則として資本の額若しくは出資の総額が

20 億円以下又は常時使用する従業員の数が 1,500 人以下） 

 

３ 対象となる工事 

市が発注する建設工事とする。ただし，次の工事は除くものとする。 

（１）附帯工事，受託工事等の特定の歳入財源を前提とした工事 

（２）債務負担行為及び歳出予算の繰越し等工期が複数年度にわたる工事。ただし, 次の工事

を除く。 

イ 債務負担行為の最終年度の工事であって，かつ，年度内に終了が見込まれる工事 

ロ 前年度から繰り越された工事であって, かつ，年度内に終了が見込まれる工事 

ハ 債務負担行為に係る工事又は次年度に繰り越される工事であって，債権譲渡の承諾

依頼時点において，次年度に工期末を迎え，かつ，残工期が１年未満の工事。この場

合において，債権譲渡は一括して行うこととし，年度毎の分割譲渡は認めないものと

する。 

（３）履行保証を付した工事のうち，市が役務的保証を必要とする工事 

（４）契約規則第 9 条第 1 項及び執行規則第 16 条第 1 項の規定に基づく調査基準価格を下回

る入札を行った者と契約した工事 

（５）その他請負者の施工する能力に疑義が生じている等債権譲渡の承諾に不適当な事由が

ある工事 

 

  



４ 手続の流れ（フロー図参照） 

（１）本市から公共工事を受注・施工している建設業者は，工事請負代金債権を宮城県建設業

協同組合又は一定の民間事業者*（以下「宮城県建設業協同組合等」という。）に譲渡 

＊本市の融資制度に係る債権譲渡先 

名  称 所 在 地 

宮城県建設業協同組合 宮城県仙台市青葉区支倉町２番 48 号 

北保証サービス株式会社 北海道札幌市中央区北４条西３丁目１番地 

株式会社建設経営サービス 東京都中央区築地５丁目５番 12 号 

株式会社建設総合サービス 大阪府大阪市西区立売堀２丁目１番２号 

（２）宮城県建設業協同組合等は，工事請負代金債権を担保に，建設業者に対して工事の出来

高の範囲内で融資し，そのための資金を金融機関から調達する（転貸融資）。(一財)建設

業振興基金は，当該資金調達に対して 100％債務保証を行う。 

（３）保証事業会社の保証により，出来高を超える部分について金融機関から建設業者に対し

融資を実施。 

（４）宮城県建設業協同組合等及び保証事業会社は，工事完成後，市から支払われた工事請

負代金から，宮城県建設業協同組合等の融資額及び保証事業会社の保証に係る融資

額を精算の上，建設業者に残余を返還。 

【融資額の算定例】 

（前提条件） 

① 請負金額 １億円 

② 前払金 4,000 万円（40％） 

③ 工事出来高 70％ 

④ 契約保証額 1,000 万円（10％） 

⑤ 借入金（宮城県建設業協同組合等からの転貸融資＋金融機関からの融資）5,000 万円 

（宮城県建設業協同組合等からの転貸融資） 

融資金額 1,800 万円（１億円×70％－4,000 万円－1,000 万円*1）×90％（掛け目*2） 

＊１ 工事請負契約により生じる市の請求権に基づく金額（違約金等） 

＊２ 掛け目は融資元の判断による。 

（金融機関からの融資） 

融資金額 3,200 万円（5,000 万円－1,800 万円） 

＊ 融資額は，金融機関の審査を経て決定される。 

（工事完成の場合の工事残代金の精算） 

A．工事残代金額 6,000 万円（１億円－4,000 万円） 

B．違約金充当額 0 円 

① 本市による宮城県建設業協同組合等への支払額 6,000 万円（Ａ－B） 

② 宮城県建設業協同組合等による転貸融資への充当額 1,800 万円 

③ 宮城県建設業協同組合等による保証事業会社への支払金額 4,200 万円（①－②） 

④ 保証事業会社による金融機関への返済額 3,200 万円 

⑤ 保証事業会社による建設業者への支払額 1,000 万円 



 

 

 

５ 債権譲渡を承諾する時点 

当該工事の出来高が，２分の１以上に到達したと認められる日以降とする。 

なお，承諾に当たっての当該出来高の確認については，月別の工事進捗率等を記した簡易

な工事履行報告書の受領をもって足りることとする。（出来高の査定ではない） 

 

６ 譲渡債権が担保する範囲 

本制度に係る債権譲渡は，宮城県建設業協同組合等の建設業者に対する当該工事に係る

貸付金及び保証事業会社が建設業者に対して有する金融保証に係る求償権を担保するもの

であって，宮城県建設業協同組合等及び保証事業会社が建設業者に対して有するその他の

債権を担保するものではない。 

 

７ 実施時期 

本制度は，令和３年５月から，当面，令和８ 年３月末まで実施する。 

 

 

 

（地域建設業経営強化融資制度フロー図）

＊①～⑥ɻ宮城県建設業協同組合等からの転貸融資（工事出来高の範囲内）
＊⑦～⑧ɻ金融機関からの融資（出来高を超える部分）
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